
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

主催：戦略ＯＤＡと原発輸出に反対する市民アクション（COA-NET）連絡先：三ツ林 090-8382-9487）、山口（090-8455-5352） 

第４回原発輸出反対国際連帯シンポジウム 

日時：７月３０日（日）9：30～12：30 

会場：シアター1010（足立区文化芸術劇場） 

講義室 2 

 

内容：●報告「日印原子力協定」反対運動成果と方針 

●パネリスト：福永正明氏（岐阜女子大学南ア

ジア研究センター）、大久保徹夫氏（原発メ

ーカー訴訟原告団） 

●インド現地から（アミルタラージ・ステファ

ン氏） 

参加費：前売り料金⇒当日のみ一般 1,200 円、非正規、

学生、障がい者、無職 800 円【29 日(土)の全

体集会を含む 2日券は、2,000 円、1,200 円、

当日券は 200 円アップ】 

 

 会場案内図 

 インドへの原発輸出のための日印原子力協

定は、6 月 7 日、国会で与党により採決が

強行され、可決・承認に至りました。私た

ちは、22団体・個人と共に「日印原子力協

定国会承認反対キャンペーン」を構成し、

議員への働きかけ、院内集会、国会傍聴、

請願署名、FAX行動に取り組んできました。 

 シンポジウムでは、運動の成果を確認する

とともに、インド原発反対運動との連帯を

強化して原発輸出反対の大きな運動にして

いくための討議を行います。 

 シンポジウムは、7 月 29 日（土）、30 日

（日）に開催される「2017ZENKOin 東

京」の分科会として開催します。28日（金）

には、2020 年改憲ゆるすな！怒りの声を

全国から 7.28 ワンディアクション（中央

省庁要請行動）に取り組み、コアネットと

して、原発メーカー、原産協会への要請に

取り組むとともに、衆議院第 2 議員会館に

て外務省、経産省との交渉、院内集会を開

催します(裏面)。 

 皆さまのご参加と成功のための賛同カンパ

へのご協力をお願いします。 

 

●郵便振替口座 

 加入者名：コアネット 

 記号・番号：00120-7-634255 

「第 4 回原発輸出反対国際連帯シンポ賛同カン

パ」と記載し、氏名公表の可否を記載ください。 



シンポジウムのパネリストの皆さん 
 

 

 

 

アミルタラージ・ステファン氏 

インド・バンガロールを拠点として活動するタミル人フォト・ジャーナリスト。 

インドのさまざまな反核運動に広く取材し、記事の執筆や写真展を通じて真実を伝える活動

にたずさわる。また、インドの若者、特に大学生と、核兵器や平和の問題について議論する活

動を続けている。原子力エネルギーに反対する民衆運動と反核運動国民同盟（NAAM）のメ

ンバーであり、メディア部門で運動に貢献。原子力カメラマン・ギルドにも所属している。 

福永正明氏 

岐阜女子大学南アジア研究センター センター長補佐・客員教授。 

日本のインド、南アジア地域の専門家。南アジア地域の動向分析と国際関係、インド社会構

造、ヒンドゥー教の聖地を専門とする。北インドにある国立バナーラス・ヒンドゥー大学大学院

社会学研究科にて博士号取得。インドの日刊紙The SANMARGの日本特派員。雑誌『世界』

に「日本は原発を売るな！」などインドの原発輸出問題をテーマにした論稿を寄稿。 

●日印原子力協定 

原発メーカー・業界団体 

要請・抗議 
   

9:00～ 
▸三菱重工要請・抗議 

※ＪＲ「品川」駅下車・三菱重工
ビル。 

10:00～ 
▸東芝本社要請・抗議 

※ＪＲ「浜松町」駅下車。 
 

11:00～ 
▸日立本社要請・抗議 

※地下鉄「丸の内北口」駅下車・日本

生命丸の内ビル。 

 

▸原産協会要請・抗議 

12:00～ 
※地下鉄「麹町」駅下車 

●外務省・経産省交渉 

14:30～15:30 
原発輸出・日印原子力協定 

●院内集会 

15:30～16:30 

衆議院第２議員会館第８会議室 
■議員会館入室には入館証が必要です。入口

にて配布しますので事前の申し込みをお

願いします（表紙の連絡先まで）。 

●首相官邸包囲行動 17:00～  

 首相官邸前・向い側歩道～国会議事堂前 

 

7.28 ワンディアクション（中央省庁要請行動） 

●主催 平和と民主主義をめざす全国交歓会（ＺＥＮＫＯ・全交） 

原発輸出反対行動(コアネット担当)の行程 

この他、防衛省（沖縄新基地建設・南西諸島自衛隊配備）、法務省（共謀罪）、厚生労働

省（介護保険抜本改革、放射能健康被害）などの要請行動も取り組まれます。詳しく

は「2017ZENKOin 東京」のホームページなど参照ください。 

 

大久保徹夫氏 【原発メーカー訴訟原告団・世話人】 

原発メーカー訴訟原告の立場から、原発輸出反対運動の意義を語っていただく。 

※原発メーカー訴訟とは「2011年3月11日の東日本大震災を端緒とする福島第一原発にお

ける史上最悪の原発事故、そして未だに収束の見通しさえ立たない甚大なる被害。その被害

の発生原因が、原子炉の欠陥にあるとすれば、その製造者である原発メーカーが責任を負う

べきは当然のことです。原発メーカー訴訟は、文字通り、この当然の法律関係を明確にする

ため、福島第一原発の原子炉を造ったメーカーである GE、東芝、日立を被告として、原発事

故の責任を問う裁判です。」（原告団ホームページより） 


